











































































































● 第 56回（6月 4日）「Perceiving Intercultural Communication: The Gifts 


















































































































































































































上映子はTHE TAMING OF THE SAMURAI（Harvard University Press, 



















〈参考〉 Akira SAITO, 2007, ‘Bushido,’ Encyclopedia of Business Ethics and 








































































































“The Japanese Language and Caregiver Program in the Philippines.”
（フィリピンにおける日本語・介護教育の現状）
3．湯川志保（大阪大学国際公共政策研究科博士後期課程）
「言語能力が外国人労働者の賃金・就業に与える影響」
4．宮田翔平（東京経済大学大学院現代法学研究科修士課程）
「インドネシア人候補者受け入れシステムの構造的問題点と受け入れ施
設の意識に関する研究」
5．露木小百合（東京外国語大学大学院博士前期課程）
「インドネシア人候補者受け入れ機関の経験と課題」
6．上杉祐子（横浜 YMCA日本語講師・東京外国語大学多言語多文化教育
センターフェロー）
「介護職におけるOJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）としての日本
語教育」
7．奥田尚甲（広島大学大学院博士後期課程）
「看護師国家試験と基本的な日本語能力―看護師国家試験の語彙を通
して」
8．齋藤 隆（神田外語大学大学院博士前期課程・もと地方公務員）
「外国人看護師が国家試験に合格するために必要な日本語能力―看護
師国家試験問題の分析から」
〈第 2日目：本会〉
報告 1．松野明久（大阪大学）
「インドネシア EPAと看護師・介護福祉士候補来日―労働力移動と外
交」
報告 2．宣　元錫（中央大学）
「EPAによる看護師・介護人材の受入れと日本の外国人労働者政策」
報告 3．中井久子（大阪人間科学大学）
「フィリピンの介護教育と看護・介護学生の日本への就労意識」
報告 4．高畑　幸（広島国際学院大学）
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「フィリピン人の介護労働への集積―在日フィリピン人、新日系人、
EPA研修生」
報 告 5．本田隼人・野村愛（（株）キーマックスマリタイム／アセンド教育
財団）
「フィリピン人介護人材育成プロジェクト」
報告 6．奧島美夏（神田外語大学）
「インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の就労条件と実態」
報告 7．高津康子（学校法人長沼スクール東京日本語学校）
「インドネシア・フィリピン人介護福祉士候補の日本語教育と国家試験
をめざしての学習報告」
総合討論「支援・教育・報道の課題」
提題者：鈴木伸枝（千葉大学）
熊田佳代子（NHK名古屋放送局）
青山　亨（東京外国語大学）
自由民主党時代の医療・福祉分野を含めた財政改革の一環として、また
石油確保の戦略として、 2008年から EPAを通じた外国人看護師・介護福
祉士候補受け入れが始まった。当初から受け入れや態勢不備を巡る論議は
多く、また本国側の動向や問題についても十分に先行調査がなされていな
いまま受け入れだけが進められ、09年秋の政権交代も重なって混迷を深め
ている。
本ワークショップは本研究所共同研究プロジェクトおよび関連科研の成
果をもとに、インドネシア人候補者第 2陣、フィリピン人候補者第 1陣が
就労を開始した現在、特定集団・地域に偏りがちな研究・支援をみなおし
つつ問題整理を行うとともに、今後の制度改革、支援、その他の諸問題を
模索することをめざして開かれた。また、受け入れ諸機関や日本語指導の
関係者、また本主題を研究する若手研究者も増え、多様な現場からの需要
が高まっている。
来場者は両日でのべ 400人にのぼり、研究教育分野だけでなく厚生労働
省・外務省・経済産業省、日本語学校、病院・介護施設、メディアなどか
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らも多数の関係者を迎えて論議することが叶った。なお、本会関連記事は
『月刊ケアマネジメント』2010年 3月号、『月刊インドネシア』（日本イン
ドネシア協会ニュースレター）2010年 1・4～6月号、『AGURA』（キー
マックス・アセンド教育財団ニュースレター）7号（2010年 4月）などにも
取り上げられている。
